







































































































































































































































































































































































































































帳簿閲覧権（right of inspection of books and records) を倣って導入されたものである
が、アメリカにおけるそれは単独株主権である（デラウェア州など）のに対し（ただし
州制定法によって少数株主権とする州もある（松山三和子「帳簿閲覧請求権」崎田直次
編『株主の権利－法的地位の総合分析』374頁（中央経済社、初版、1991)）、我が国のそ
れは少数株主権として認められている（小橋一郎「帳簿閲覧請求権」田中耕太郎編『株
式会社法講座４巻』（有斐閣、初版、1957)。）
（10）そしてそれだけ強力な権利であるから、濫用防止のために株主に直接の調査権限が与
えられているのではなく、裁判所によって選任される検査役による調査という形式を採
用するのだと説明される。（松井英樹「株主の直接的監督是正権」戸田修三先生古稀記念
『戦後株式会社法改正の動向』132頁（青林書院、初版、1993)
（11）西山芳喜「帳簿閲覧請求の要件」会社判例百選第６版156頁（1998) 
（12）中曾根玲子「フランス会社法における業務鑑定制度の機能―少数株主権の新たな展開―」
早稲田法学会誌34巻61頁以下（1984)
（13）田中誠二『新版会社法（九全訂版)』256頁（千倉書房、1991）
（14）監査役の選任資格同様に、その会社若しくは子会社の取締役・支配人その他の使用人
― 153 ―
（ 15 ）
九州国際大学法学論集　第14巻　第３号（2008年）
またはまたは子会社の会計参与若しくは執行役は検査役になることはできないと解され
る。（改正前商法についての解説として田中・前掲258頁)
（15）例えば306条の総会検査役選任権についても同様である。また、少数株主権ではないが
単独株主権である代表訴訟提起権（847条)はその行使に６か月の保有要件を付しており、
これについても定款で緩和することを認めている。
（16）根本伸一「検査役選任申請後の新株発行により株主が法定の議決権割合を欠くに至っ
た場合における申請の適否」裁判所時報1421号13頁（2007)
（17）田中・前掲257頁、根本・前掲14頁
（18）和座一清「帳簿閲覧請求権」上柳克郎・鴻常夫『新版注釈会社法（9)』210頁（有斐閣）
（19）新谷勝『会社仮処分』134頁、福田・藁谷前掲656頁
（20）渡邊千恵子ほか「計算書類・株主名簿・会計帳簿閲覧謄写請求訴訟」判例タイムズ
1173号54頁（2005)、黒沼悦郎「新株発行による持株比率の低下と検査役選任の申請適格」
金融商事判例1268号15頁（2007)
（21）福田千恵子・藁谷恵美「会計帳簿等の閲覧謄写請求権」東京地方裁判所商事研究会『類
型別会社訴訟Ⅱ』（判例タイムズ社、初版、2006）
（22）福田千恵子・神戸由里子「取締役の解任をめぐる訴訟」東京地方裁判所商事研究会『類
型別会社訴訟Ⅰ』（判例タイムズ社、初版、2006)
（23）酒巻俊雄『取締役の責任と会社支配』75頁（成文堂、初版、1967)
（24）黒沼悦郎・本件判研金融商事判例1268号15頁（2007)はこうした見解に立つものと思わ
れる。
（25）東京高裁平成10年８月31日判決（金融商事判例1059号44頁)は、あわせて「検査役の選
任自体が及ぼす事実上の社会的影響も否定できない」とする。
（26）もしも検査役による調査が会社を害するものとなるのだとすれば、検査役制度そのも
の、また検査役に選任されるであろう公認会計士・弁護士らの専門家としての信頼その
ものを否定しなければならないことになる。確かに検査役による調査は、受ける側の会
社にしてみれば時間をとられることをはじめ、極めて望ましくないものであることは言
うまでもなく、それゆえ会社法は、会社設立時の検査役の調査についてもこれを不要と
する場合（会社法33条)を拡充的に定めているのである。だが現実に検査役の調査という
制度を会社法は未だ残しているのであって、「この制度が存在する限りにおいて」、検査役
調査を受け入れることによる会社側の困難を理由として、同制度の利用を制限的に解釈
するという理由づけには賛成しがたい。
（27）江頭・前掲520頁
（28）仙台高判昭和54年１月12日判決（判例タイムズ387号139頁)
（29）たとえば、支配権争奪中の新株発行の公正性についての争いで有名な秀和対いなげや
事件において、いなげやの株主であった秀和は、いなげやの取締役等の子会社への貸付
や増資資金の払込に関して法令に違反する重大な事実を疑うべき事由があるとして検査
役の選任申請をしたが、前掲東京高裁平成10年８月31日判決は、「検査役による調査制度
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株式会社の株主が改正前商法294条２項に基づき検査役選任の申請をした時点で総株主の議決権の100分の３以上を有していた
が、新株発行により総株主の議決権の100分の３未満しか有さないものとなった場合における上記申請の適否
は、会社及び株主保護のための制度であるから、右の重大な法令・定款違反も、形式的
な違反では足りず、会社または株主の利益を害する事実であることを要するものと解さ
れる」と述べ、さらに株主の主張する法令違反についての「重大な事実を疑うべき客観
的事由」を要求している（金融商事判例1059号39頁以下)。この東京高裁の判決のいうよ
うに検査役選任申請に際して「法令定款違反を疑うべき重大な事実」の有無について、
株主側が主張立証しなければならないのだとすれば、検査役の選任申請が認められる事
例は極めて限定的になる。
（30） 岡山地判昭和49年９月７日（判例時報765号100頁)、大阪高判昭和51年４月27日（金融
商事判例511号９頁)、大阪高判昭和55年６月９日（金融商事判例614号18頁)など。
（31）藤原俊雄「少数株主の会社に対する業務調査のための検査役選任申請が抗告審におい
ても却下された事例―秀和のいなげやに対する検査役選任申請抗告事件―」（金判1080号
55頁以下）は、立法論として現行検査役制度に代わる新たな「中立の専門家」による調
査を提案している。
（32）周剣龍「判批」金融商事判例1127号61頁（2002)、関俊彦「株主代表訴訟の原告適格と
株式移転」ジュリスト1233号107頁（2002)
（33）株式移転による原告適格喪失の事例として名古屋地裁平成14年８月８日判決（判例時
報1800号150頁)、なお株式交換の事例として東京高裁平成15年７月24日判決（判例時報
1858号154頁)
（34）江頭憲治郎・武井一浩・川西隆行・原田晃二「特別座談会　株式交換・株式移転－制
度の活用について」ジュリスト1168号115頁（1999)
（35）株主代表訴訟制度研究会「株式交換・株式移転と株主代表訴訟（1)」商事法務1680号４
頁（2003)
（36）金融商事判例1214号６頁（2005）
（37）前掲・江頭他座談会115頁原田発言
（38）金融商事判例1262号49頁（2007)
（39）ストックオプション制度は平成９年に議員立法の形で導入された。将来において予め
定められた価額で会社より株式を自己に譲渡すべき旨を請求する権利が与えられる制度
であって、会社の業績向上による株価上昇がストック・オプションを与えられた取締役
等の経済的利益に直接結び付くことから、取締役等の意欲や士気を高揚する効果が期待
され、上場企業の多くがこの制度を導入している。資本金100億円以上の大会社にも導入
される事例はあるが、特にジャスダックに上場しているベンチャー企業での採用が多く
見られる。
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